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＜基準価額の騰落率＞

１ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

0.14% 4.96% 5.59% 19.70% 56.27% 147.35%
※基準価額の騰落率は、当ファンドに分配金実績があった場合に、
　当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算した理論上
  のものである点にご留意下さい。

＜分配金実績（税引前）＞
設定来合計 直近12期計 23･7･12 23･8･14 23･9･12 23･10･12 23･11･13

4,380円 1,050円 15円 15円 15円 15円 15円

23･12･12 24･2･13 24･4･12 24･6･12 24･8･13 24･10･15 24･12･12

15円 160円 160円 160円 160円 160円 160円
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＜基準価額の推移＞

（円）

運 用 実 績

※分配金込み基準価額は当ファンドに、分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものと
して計算した理論上のものである点にご留意下さい。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。

※当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
※当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

設 定 日 ： 2007年4月26日 償 還 日 ： 無期限 決 算 日 ： 偶数月の各12日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 ： 決算日毎 基 準 価 額 ： 14,017円 純資産総額 ： 62.51億円



※当レポート中における「株式」にはインフラ資産を投資対象とする有価証券を含みます。
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ポ ー ト フ ォ リ オ の 内 容

※予想配当利回りは、日興アセットマネ
ジメントが信頼できると判断したデー
タに基づき、月末時点での各組入株式
の予想配当利回りを、マザーファンド
の純資産総額に対する各組入株式の
ウェイトで加重平均した概算値です。
信託報酬（後述の「手数料等の概要」
参照）等は考慮されておらず、投資者
の皆様の実質的な投資成果を示すもの
でも、将来得られる期待利回りを示す
ものでもありません。

【ご参考】

4.01 %
予想配当利回り
（年率換算）

＜株式組入上位10銘柄＞（銘柄数　43銘柄）

銘　柄 通貨 業種 比率

1 ENBRIDGE INC カナダドル 石油・ガス貯蔵・輸送 6.65%

2 NATIONAL GRID PLC イギリスポンド 総合公益事業 5.30%

3 ENAV SPA ユーロ 空港サービス 3.60%

4 SEMPRA アメリカドル 総合公益事業 3.45%

5 UNITED UTILITIES GROUP PLC イギリスポンド 水道 3.42%

6 AUCKLAND INTL AIRPORT LTD ニュージーランドドル 空港サービス 3.41%

7 P G & E CORP アメリカドル 電力 3.19%

8 EXELON CORP アメリカドル 電力 3.10%

9 NEXTERA ENERGY INC アメリカドル 電力 3.01%

10 AENA SA ユーロ 空港サービス 3.00%
※マザーファンドの状況です。比率は対純資産総額比です。

※個別銘柄の取引を推奨するものではありません。

※上記銘柄については将来の組み入れを保証するものではありません。

＜資産構成比＞

国内株式 0.0%

うち先物 0.0%

外国株式等 97.2%

うち先物 0.0%
現金その他 2.8%
※マザーファンドの投資状況を

　反映した実質の組入比率で、

　対純資産総額比です。

＜株式組入上位１０業種＞
業種 比率

1 電力 24.7%
2 空港サービス 17.9%
3 石油・ガス貯蔵・輸送 17.5%
4 総合公益事業 12.3%
5 水道 8.9%
6 高速道路・鉄道路線 4.0%
7 総合電気通信サービス 3.9%
8 再生エネルギー系発電事業者 3.4%
9 建設・土木 2.3%
10 ガス 2.1%
※マザーファンドの状況です。
※比率は対純資産総額比です。

＜株式組入上位２０ヵ国＞
国名 比率

1 アメリカ 35.7%
2 スペイン 11.6%
3 イギリス 11.2%
4 イタリア 8.8%
5 カナダ 8.4%
6 ニュージーランド 3.4%
7 オーストラリア 3.3%
8 フランス 2.6%
9 香港 2.6%
10 メキシコ 2.2%
11 ドイツ 2.0%
12 オランダ 1.8%
13 デンマーク 1.4%
14 中国 1.1%
15 ギリシャ 1.0%
16 バミューダ 0.9%
17 ブラジル 0.7%
18
19
20
※マザーファンドの状況です。
※比率は対純資産総額比です。

＜基準価額騰落の要因分解（月次）＞

前月末基準価額 14,160円　　

当月お支払いした分配金 -160円　　

株    式 -469円　　

オーストラリア (8円）

アメリカ (-363円）

要 ユーロ圏 (-72円）

その他 (-42円）

為　　替 508円　　

オーストラリアドル (2円）

アメリカドル (233円）

因 ユーロ (134円）

その他 (140円）

そ の 他 -22円　　

小　　　計 17円　　

当月末基準価額 14,017円　　

※上記の要因分解は、概算値であり、実際の基準
　価額の変動を正確に説明するものではありませ
　ん。傾向を知るための参考値としてご覧下さい。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
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運 用 コ メ ン ト ※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

◎当月の投資環境

2024年後半の数カ月間は米国経済に鈍化傾向が見られ、2023年下半期に比べ、成長がペースダウンしています。

これまでの金融引き締めの影響が時間差で表出していることや、供給の正常化による押し上げ効果が少なかったこ

とがこの景気減速の主な要因です。ただ、足もとの数カ月間に限っていえば、財政政策がこれまでよりも下支えの

役割を果たしている印象です。この回復力を下支えしているのは消費で、労働市場の見通しが冷え込んでいるた

め、今後数カ月は消費者の慎重姿勢が強まる可能性があります。需要の伸びがより緩やかであることや、供給の拡

大が続いていること、労働市場が軟化傾向にあることから、全体的なインフレの低下トレンドは今後も継続すると

考えられます。2024年中盤以降、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は使命である「デュアル・マンデート」のう

ち、物価よりも雇用の課題に焦点をシフトしています。これを理由に、ＦＲＢは金融政策を緩和し始めています。

2025年末までに0.5％未満の追加利下げが織り込まれています。先般の米大統領選挙の結果が、2025年以降の財政見

通しや国際貿易に及ぼす影響が引き続き注目されています。

欧州の成長見通しは悪化の一途をたどっており、当月発表された経済指標は強弱まちまちでした。

他の主要中央銀行とは対照的に、日銀はこれまでのマイナス金利政策からの脱却を目指し、経済状況（特に賃金

とインフレ）を根拠に、引き締め継続の方針を維持する姿勢を示していますが、12月の金融政策決定会合では金融

政策を据え置きました。

ここ数カ月間で中国政府が発表した一連の景気刺激策により、短期的には中国における経済活動が安定化すると

思われますが、これらの刺激策の詳細が明らかになっておらず、中国の見通しに関する投資家心理は上向いていま

せん。

◎運用概況

当月末時点において組入比率の高い国は、米国、スペイン、英国でした。業種・セクターでは、世界のインフラ

事業のトレンドから投資効果を享受するために、電力、空港サービス、石油・ガス貯蔵・輸送などのセクターを中

心に幅広く分散投資を行ないました。

◎今後の運用方針

今後の見通しについて、強気派の根拠となっているのは、ディスインフレの継続、減速傾向とはいえ安定した労

働市場、いまだ健全な個人消費、収益成長継続の見通し、電化推進と再生可能エネルギー発電の増加などの要因で

す。一方で弱気見通し派は、株式市場全体のバリュエーションが高騰し、マグニフィセント・セブンは歴史的な水

準からみても割高に取引されているとみています。また、消費者信頼感は特に労働市場を中心に弱まりつつあり、

雇用の伸びは鈍化しているようで、一部ではこのトレンドが雇用減速からリストラ増加へとシフトする可能性を懸

念する向きもあります。米大統領選が終了した今、次期トランプ政権が株式市場全体やインフラセクターにどのよ

うな影響を及ぼすかについては、注視を継続する方針です。

上場インフラストラクチャーの将来に対する見通しはポジティブと考えています。当ファンドのポートフォリオ

では、クオリティの高い魅力的な投資対象だけでなく、将来のキャッシュフローの予測が立てやすい銘柄を組み入

れています。これらの投資対象は、中長期的に良好なパフォーマンスが期待できると運用チームは考えています。

運用チームは今後も、上場インフラは景気サイクルの様々な局面においてレジリエンスと潜在的な成長力を発揮す

るセクターであるという確信に根差した運用を行っていく方針です。
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投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

フ ァ ン ド の 特 色
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■お申込みメモ
商品分類 追加型投信／内外／株式
購入単位 販売会社が定める単位

※販売会社の照会先にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
信託期間 無期限（2007年4月26日設定）

決算日 毎年２月、４月、６月、８月、10月、12月の各12日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が決定するものとし、原則として、安定した分配を継続的に行なうこと
をめざします。ただし、基準価額水準などを勘案し、上記安定分配相当額のほか、委託会社が決定する金額
を付加して分配を行なう場合があります。
　※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

購入・換金申込不可日 販売会社の営業日であっても、下記のいずれかに該当する場合は、購入・換金の申込みの受付は
行ないません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
・オーストラリア証券取引所の休業日    ・ニューヨーク証券取引所の休業日
・シドニーの銀行休業日                ・ニューヨークの銀行休業日

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。
課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。

※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の
  適用対象となります。
※当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社
  により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

■手数料等の概要
投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。
＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞
購入時手数料 購入時の基準価額に対し3.3％（税抜3％）以内

※購入時手数料は販売会社が定めます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※収益分配金の再投資により取得する口数については、購入時手数料はかかりません。

≪ご参考≫
（金額指定で購入する場合）
購入金額に購入時手数料を加えた合計額が指定金額（お支払いいただく金額）となるよう購入口数を計算します。
例えば、100万円の金額指定で購入する場合、指定金額の100万円の中から購入時手数料（税込）をいただきますの
で、100万円全額が当ファンドの購入金額とはなりません。
※上記の計算方法と異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
（口数指定で購入する場合）
例えば、基準価額10,000円のときに、購入時手数料率3.3％（税込）で、100万口ご購入いただく場合は、次のように計算
します。
購入金額＝（10,000円／1万口）×100万口＝100万円、購入時手数料＝購入金額（100万円）×3.3％（税込）＝33,000
円となり、購入金額に購入時手数料を加えた合計額103万3,000円をお支払いいただくことになります。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞
運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対し年率1.705％（税抜1.55％）

その他の費用・手数料 目論見書などの作成・交付に係る費用および監査費用などについては、ファンドの日々の純資産総額に対し
て年率0.1％を乗じた額の信託期間を通じた合計を上限とする額が信託財産から支払われます。

組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、借入金の利息および立替金の利息
などがその都度、信託財産から支払われます。

※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはできません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■委託会社、その他関係法人

委託会社　 日興アセットマネジメント株式会社
投資顧問会社 マッコーリー・インベストメント・マネジメント・グローバル・リミテッド
受託会社　 みずほ信託銀行株式会社
販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。

日興アセットマネジメント株式会社
 〔ホームページ〕　　www.nikkoam.com/
 〔コールセンター〕　0120-25-1404 （午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますので、
  表示することができません。
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■お申込みに際しての留意事項

  ○リスク情報
投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益
者）の皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。
当ファンドは、主に株式および株式に類似する権利（以下「株式等」といいます。）を実質
的な投資対象としますので、株式等の価格の下落や、株式等の発行体の財務状況や業績の悪
化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に
投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。

主なリスクは以下の通りです。
価格変動リスク
・株式等の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて
変動します。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。フ
ァンドにおいては、株式等の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な
損失が生じるリスクがあります。

・新興国の株式等は、先進国の株式等に比べて価格変動が大きくなる傾向があり、基準価額
にも大きな影響を与える場合があります。

    流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量
の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価
価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてし
まうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

・新興国の株式等は、先進国の株式等に比べて市場規模や取引量が少ないため、流動性リス
クが高まる場合があります。

信用リスク
・投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドに
も重大な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念か
ら、発行体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、フ
ァンドの基準価額が値下がりする要因となります。

為替変動リスク
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合
には、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大きくなる場合があります。

カントリー・リスク
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由による国自体のデフォルト、
重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の
変更、戦争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにおいて重大な損
失が生じるリスクがあり、投資方針に従った運用ができない場合があります。

・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でない、あるいは正確な情報の入
手が遅延する場合があります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。



※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。
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○その他の留意事項
・当資料は、投資者の皆様に「世界好配当インフラ株ファンド（偶数月分配型）」へのご理解
を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・
オフ）の適用はありません。

・投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の
対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支
払いの対象とはなりません。 

・投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの
際には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必
ずご確認のうえ、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は 日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

　投資信託説明書(交付目論見書)のご請求・お申込みは

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
ａｕカブコム証券株式会社
株式会社ＳＢＩ証券
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券）
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
株式会社十八親和銀行
株式会社富山第一銀行
南都まほろば証券株式会社
西日本シティＴＴ証券株式会社
ＰａｙＰａｙ銀行株式会社
松井証券株式会社
マネックス証券株式会社
株式会社もみじ銀行
楽天証券株式会社
ワイエム証券株式会社

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○

登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○

金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○

金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○
○

登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○

○

○
○

○

○

登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○
金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○



収益分配金に関する留意事項

※元本払戻金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみなされ、その金額だけ個別元本が減少します。
また、元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いとなります。

普通分配金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、

（特別分配金） 元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。

 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに
相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ
かった場合も同様です。

投資信託の純資産

分配金

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

(注)分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および
④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

※上記はイメージであり、将来の分配金の支払いおよび金額ならびに基準価額について示唆、保証するものではありません。

 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

前期決算から基準価額が上昇した場合 前期決算から基準価額が下落した場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

投資者の

購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配金
支払後

基準価額
個別元本

普通分配金

投資者の

購入価額

（当初個別元本）

元本払戻金
（特別分配金）

10,550円

10,450円

10,500円

＊分配対象額
500円

＊50円を取崩し ＊分配対象額
450円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配金
100円

＊500円
（③+④）

＊50円

期中収益
（①+②）50円

＊450円
（③+④）

10,400円

10,300円

10,500円

＊分配対象額
500円

＊80円を取崩し ＊分配対象額
420円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

分配金
100円

＊500円
（③+④）

＊80円

＊420円
（③+④）

配当等収益
①20円


